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介護保険事業者に対する指導及び監査の実施方法介護保険事業者に対する指導及び監査の実施方法介護保険事業者に対する指導及び監査の実施方法介護保険事業者に対する指導及び監査の実施方法

１ 集団指導１ 集団指導１ 集団指導１ 集団指導

○ 原則として、毎年度１回、一定の場所に対象事業者を招集し、講習会方式により

指導を行います。

○ 来年度（平成２３年度）末に実施を予定している集団指導から、全サービスで資

料の配付は行わず、事前に長寿社会課ホームページよりダウンロードの上、印刷し

て持参して頂く方法で行います （来年度の実施通知で改めてお知らせします）。

２ 実地指導２ 実地指導２ 実地指導２ 実地指導

○ 介護サービス事業者等の所在地において、自己点検シート（岡山県版）により、

事業者が自己点検した結果に基づき、ヒアリングを行うことにより実施します。

○ 指導内容

介護サービス事業者のサービスの質の確保・向上を図ることを主眼とし、人員、

設備、運営及び介護報酬請求について指導します （必要に応じて過誤調整）。

① 事前に提出を求める書類等

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（直近の１ヶ月又は４週間）

・緊急 やむを得ず身体的拘束等を行っている 入所(利用)者（ ･ ｻｰﾋﾞｽ ）入 所 通 所 系 の み

② 実地指導日に提出を求める書類等

・自己点検シート（人員・設備・運営編）

・自己点検シート（介護報酬編）

３ 監査３ 監査３ 監査３ 監査

○ 監査は、入手した各種情報が人員、設備及び運営基準等の指定基準違反や不正

、 、請求等が疑われるとき その確認及び行政上の措置が必要であると認める場合に

介護保険法第５章の規定に基づき実施します。

各種情報とは、

① 通報・苦情・相談等に基づく情報

② 国民健康保険団体連合会、地域包括支援センター等へ寄せられる苦情

③ 国民健康保険団体連合会・保険者からの通報

④ 介護給付費適正化システムの分析により特異傾向を示す事業者情報

⑤ 介護サービス情報の公表制度に係る報告の拒否等に関する情報

等 の 幅 広 い 情 報 で あ り 、 こ れ ら の 情 報 か ら 指 定 基 準 違 反 や 不 正 請求 が 認 めら れ

る場合には、厳正かつ機動的な対応を行います。

※原則として、無通告（当日に通知）で立ち入り検査を実施するなど、より実効性※原則として、無通告（当日に通知）で立ち入り検査を実施するなど、より実効性※原則として、無通告（当日に通知）で立ち入り検査を実施するなど、より実効性※原則として、無通告（当日に通知）で立ち入り検査を実施するなど、より実効性

のある方法で行っています。のある方法で行っています。のある方法で行っています。のある方法で行っています。
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４ 営利法人の運営する介護サービス事業所に対する指導監査の実施４ 営利法人の運営する介護サービス事業所に対する指導監査の実施４ 営利法人の運営する介護サービス事業所に対する指導監査の実施４ 営利法人の運営する介護サービス事業所に対する指導監査の実施

株式会社コムスンの不正事案を受け、介護サービス事業者による不正事案の再発

を防止し、介護事業の適切な運営を確保する観点から「経済財政改革に関する基本

方 針２ ０ ０７ （平 成１ ９年 ６月 １９ 日 に閣 議決 定） にお いて は 「 医療 ・介 護サ」 、

ービスの質向上・効率化プログラム」を推進することとされ、同プログラムにおい

平成平成平成平成 ２０２０２０２０ 年度年度年度年度 からからからからて、介護サービス事業者に対する法令遵守を徹底させるため 「、

平成平成平成平成２４２４２４２４ 年度年度年度年度 までのまでのまでのまでの ５５５５年間年間年間年間でででで営利法人営利法人営利法人営利法人のののの全全全全てのてのてのての 介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス事業所事業所事業所事業所にににに対対対対 しししし監査監査監査監査をををを実実実実

するという方針が示されました。施施施施」」」」

本県におきましても、この国の方針を踏まえ、この５年間を重点指導期間として

、 、 。営利法人が運営する介護サービス事業所に対する監査を 順次 実施していきます

○監査実施方法について

、 （ ）任意抽出した営利法人の運営する介護サービス事業所について 監査 書面検査

。 、 、の実施通知を行います 通知のあった事業所については 自己点検シートを作成し

事業所を所管する県民局に提出してください。

なお、書面検査の結果等により、県が必要と認める場合には、監査（実地検査）

を別途実施しています。

※報告徴収に従わず、又は虚偽の報告をしたときは、指定を取り消し、又は期間

を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することがあるので十分留

意してください。

５ 報酬請求指導の方法５ 報酬請求指導の方法５ 報酬請求指導の方法５ 報酬請求指導の方法

指導担当者が、加算等体制の届出状況並びに介護報酬（基本単位及び各種加算）

の請求状況について、関係資料により確認を行いますが、報酬基準に適合しない取

扱い等が認められた場合には、加算等の基本的な考え方や報酬基準に定められた算

定要件の説明等を行い、適切なサービスの実施となるよう指導するとともに、過去

の請求について自己点検の上、不適切な請求となっている部分については過誤調整

として返還を指導します。

６ 過誤調整の返還指導（※監査における不正請求は、保険者より返還命令）６ 過誤調整の返還指導（※監査における不正請求は、保険者より返還命令）６ 過誤調整の返還指導（※監査における不正請求は、保険者より返還命令）６ 過誤調整の返還指導（※監査における不正請求は、保険者より返還命令）

実地指導等において、過誤調整が必要と思われる場合は、原則として次のとおり

取り扱います。

①介護サービス提供の記録が全くない場合は、サービス提供の挙証責任が果たせ

ていないため返還を指導します。

②基準省令及び告示に明記されている基準・加算要件等を満たしていない場合は

返還を指導します。

③厚生労働省が発出した各種通知類（解釈通知、留意事項通知、Ｑ＆Ａ）の内容

が遵守されていない場合は是正を指導します。
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業務管理体制の整備について業務管理体制の整備について業務管理体制の整備について業務管理体制の整備について

１ 業務管理体制の整備１ 業務管理体制の整備１ 業務管理体制の整備１ 業務管理体制の整備

平成２０年の介護保険法改正により、平成２１年５月１日から、介護サービス事

業者（以下「事業者」という ）の不正事案の再発を防止し、介護事業運営の適正。

化を図るため、全ての事業者に対して、指定（許可）を受けている事業所又は施設

（以下「事業所等」という ）の数に応じて 「法令遵守等の業務管理体制」の整。 、

備が義務付けられ、事業者ごとに届け出ることとされています。

しかしながら、届け出れば 「業務管理体制の整備」が終わったわけではありま、

せん。

業務管理体制の整備は、単に法令遵守責任者の氏名等を行政に届け出ることが目

的ではなく、あくまでも法令遵守責任者が中心となって事業者自らがコンプライア

ンス（法令遵守）を向上していただくことが本来の趣旨です。

コンプライアンス（法令遵守）●

コンプライアンス（compliance）は 「法令遵守」と訳されていますが、単に法令を守ると、

いうことではなく、広義には 「企業活動において社会規範に反することなく、公正・公平、

に業務遂行すること （出典： 大辞林 第二判 ）と捉えられています。」 「 」

２ 業務管理体制の整備・運用状況の監督２ 業務管理体制の整備・運用状況の監督２ 業務管理体制の整備・運用状況の監督２ 業務管理体制の整備・運用状況の監督

本県では、平成２２年度から業務管理体制の整備・運用状況を確認するために、

順次、定期的に報告をいただき、確認検査（以下「一般検査」という ）を実施す。

ることとしています （根拠：介護保険法第115条の33）。

一般検査は、事業者の業務管理体制の問題点について検証し、事業者が自ら業務

管理体制の改善を図り法令等遵守に取り組むよう意識付けすることが目的です。

（１）一般検査の内容（１）一般検査の内容（１）一般検査の内容（１）一般検査の内容

① 法令遵守責任者の役割及びその業務内容

② 業務が法令に適合することを確保するための規程の内容

③ 業務執行の状況の監査（法令遵守に係る監査）実施状況及びその内容

※②・③については、事業所等の数の区分に応じて実施する。

（２）一般検査の実施方法（２）一般検査の実施方法（２）一般検査の実施方法（２）一般検査の実施方法

一般検査は、届出内容について報告等を求め、基本的には書面検査で行うこと

としております （報告後、その内容について疑義等があれば電話等により法令。

遵守責任者に連絡し、内容を確認する場合もあります。また、不備が認められた

ときには、出頭を求め運用状況を聴取する場合もあります ）。

（３）特別検査（３）特別検査（３）特別検査（３）特別検査

事業所等の指定等取消処分相当事案が発覚した場合には、業務管理体制の問題

点の確認やその要因の検証、取消処分相当事案への組織的関与の有無を検証する

ために特別検査を実施します。
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３ 事業者・法令遵守責任者の責務３ 事業者・法令遵守責任者の責務３ 事業者・法令遵守責任者の責務３ 事業者・法令遵守責任者の責務

（１）事業者の責務（１）事業者の責務（１）事業者の責務（１）事業者の責務

業務管理体制は、事業者自身の自己責任原則に基づく内部管理を前提としたも

のですから、県が事業者に代わり、指定等取消事案などの不正行為の未然防止を

図るものではありません。

「業務管理体制の整備に関する報告」を行うことで、事業者自らが法令遵守の

取組状況や法令遵守責任者が適切に機能しているかを自己点検していただき、今

後のコンプライアンス向上のための取組を考えていただくきっかけにしてくださ

い。

そのため、一般検査は定期的に実施することを予定にしておりますが、検査の

ない年においても毎年、報告事項の自己点検を通じて、自ら法令等遵守態勢（参

照：別添「業務管理体制の整備（２ ）を検証し、必要に応じて改善されるよ）」

うに継続的な取組をお願いします。

（２）法令遵守責任者の役割（２）法令遵守責任者の役割（２）法令遵守責任者の役割（２）法令遵守責任者の役割

法令遵守責任者の役割については、法令等で明確に定められていません。これ

は、事業者自らが、事業者の実情に応じた取組を真剣に考え、試行錯誤しながら

コンプライアンスを高めていただくことが重要だからです。

法令遵守責任者に何らかの資格等を求めるものではありませんが、少なくとも

介護保険法及び介護保険法に基づく通知等の内容に精通した法務担当の責任者

で、事業者内部の法令遵守を徹底することができる者が選任されることを想定し

ています。

また、法令遵守責任者には、辞令等が交付され、その役割と業務内容が事務分

掌などで明記されていることが望まれます。

●業務内容の具体例

・年に1回以上、各事業所等の取組状況を各事業所等の従業員又は管理者からの

聞き取り及び書面での報告等により把握する。

※自己点検シート等の活用或いは各種会議の場を活用する。

・各事業所等から選出された従業員又は管理者（以下「法令遵守担当者」とい

う ）で組織された委員会を設置し、法令遵守責任者は事業者全体の法令遵守。

を徹底する連絡体制を確保する。

・研修等を実施し、従業員の法令遵守意識を高める。

・定期的に、介護保険法その他の関連情報等（制度改正及び介護報酬に関する

通知・Ｑ＆Ａ等）の収集等を行う。

・苦情・事故等の問題が発生した場合には、速やかに報告を求め、事実関係の

把握を行い、迅速に解決を図る。 その原因を究明し、防止策を法令遵守担当

者で組織された委員会等の場で検討し、各事業所等の運営に反映させる。

別添資料：厚生労働省ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ『介護サービス事業者の業務管理体制の整備について』
「介護サービス事業者の業務管理体制の監督について（説明資料 」抜粋）
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業
務
管
理
体
制
の
整
備
（
１
）

法
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守
の
義
務
の
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を
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る
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、
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付
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に
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ュ
ア
ル
の
整
備

法
令
遵
守
責
任
者
の
選
任

法
令
遵
守
責
任
者
の
選
任

法
令
遵
守
責
任
者
の
選
任

注
)み
な
し
事
業
所
は
、
病
院
等
が
行
う
居
宅
サ
ー
ビ
ス
(居
宅
療
養
管
理
指
導
、
訪
問
看
護
、
訪
問
リ
ハ
及
び
通
所
リ
ハ
)で
あ
っ
て
、
健
康
保
険
法
の
指
定
が
あ
っ
た
と
き
、
介
護
保
険
法
の
指
定
が
あ
っ

た
も
の
と
み
な
さ
れ
て
い
る
事
業
所
の
こ
と
。

２
０
未
満

２
０
以
上
１
０
０
未
満

１
０
０
以
上

指
定
又
は
許
可
を
受
け
て
い
る
事
業
所
数

（
み
な
し
事
業
所
を
除
く
）

届
出

先

区
分

届
出

先

①
指

定
事

業
所

又
は

施
設

が
二

以
上

の
都

道
府

県
に

所
在

す
る

事
業

者
厚

生
労

働
大

臣
(一

部
、

地
方

厚
生

局
長

に
委

任
)

②
地

域
密

着
型

サ
ー

ビ
ス

(予
防

含
む

)の
み

を
行

う
事

業
者

で
、

指
定

事
業

所
が

同
一

市
町

村
内

に
所

在
す

る
事

業
者

市
町

村
長

③
①

及
び

②
以

外
の

事
業

者
都

道
府

県
知

事

okayamaken
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業
務
管
理
体
制
の
整
備
（
２
）

【
法
令
等
遵
守

※
１
態
勢

※
２
の
概
念
図
】

【
事
業
所
数
１
０
０
以
上
の
事
業
者
】

○
法
令
遵
守
責
任
者
の
選
任

○
法
令
遵
守
規
程
の
整
備

○
法
令
遵
守
に
係
る
監
査
の
実
施

業
務
管
理
体
制
は
、
事
業
者
自
ら
組
織
形
態
に
見
合
っ
た
合
理
的
な
体
制
を
整
備
す
る
も
の
で
あ

り
、
事
業
者
の
規
模
や
法
人
種
別
等
に
よ
り
異
な
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。
ま
た
、
省
令
で
定
め
る
整
備

の
基
準
は
、
事
業
者
が
整
備
す
る
業
務
管
理
体
制
の
一
部
で
あ
る
こ
と
に
留
意
す
る
。

方
針
の
策
定

規
程
・
体
制

の
整
備

評
価
・
改
善

○
法
令
遵
守
に
係
る
監
査
の
実
施

【
事
業
所
数
２
０
以
上
１
０
０
未
満
の
事
業
者
】

○
法
令
遵
守
責
任
者
の
選
任

○
法
令
遵
守
規
程
の
整
備

【
事
業
所
数
２
０
未
満
の
事
業
者
】

○
法
令
遵
守
責
任
者
の
選
任

〈
事
業
者
自
ら
の
取
り
組
み
〉

〈
法
令
に
よ
る
義
務
付
け
〉

※
１
法
令
等
遵
守
と
は
、
単
に
法
令
や
通
達
の
み
を
遵
守
す
る
の
で
は
な
く
、
事
業
を
実
施
す
る
上
で
必
要
な
法
令
の
目
的
（
社
会
的
要
請
）
や
社
会
通
念
に
沿
っ
た
適
応
を
考
慮
し
た
も
の
。

※
２
「
態
勢
」
と
は
、
組
織
の
様
式
（
体
制
）
だ
け
で
な
く
、
法
令
等
遵
守
に
対
す
る
姿
勢
や
体
制
づ
く
り
へ
の
取
組
み
を
指
し
て
い
る
。

okayamaken
テキスト ボックス
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業
務
管
理
体
制
を
構
築
す
る
プ
ロ
セ
ス
と
監
督
の
イ
メ
ー
ジ

（
会
社
法
に
よ
り
求
め
ら
れ
る
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
）

株
主
総
会

取
締
役
会

代
表
取
締
役
等（
監
督
）

（
A
）
基
本
方
針
の
決
議

（
監
督
）

（
Ｂ
）
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
体
制

（
業
務
管
理
体
制
）
の
整
備

（
報
告
）

監
査
役

（
Ｄ
）
（
A
に
つ
き
）

事
業
報
告

(E
）
監
査
報
告

会 計 監 査 人

（
連
絡
）

（
Ｃ
）
（
A
、
Ｂ
に

【
法
令
等
遵
守
態
勢
の
確
認
の
視
点
】

１ １１１
方
針
の
策
定

方
針
の
策
定

方
針
の
策
定

方
針
の
策
定

①
法
令
等
遵
守
の
状
況
を
的
確
に
認
識
し
、
法
令
等
遵
守
態
勢
の

整
備
・
確
立
に
向
け
た
方
針
及
び
具
体
的
な
方
針
を
検
討
し
て
い
る

か
。

②
法
令
等
遵
守
に
係
る
基
本
方
針
を
定
め
組
織
全
体
に
周
知
さ
せ

て
い
る
か
。

③
方
針
策
定
の
プ
ロ
セ
ス
の
有
効
性
を
検
証
し
、
適
時
に
見
直
し
て

い
る
か
。

国 ・ 都 道 府 県 ・ 市 町 村 へ 届 出

各
事
業
部
門
・

事
業
所
等

（
業
務
管
理
体
制
）
の
整
備

・
リ
ス
ク
管
理
体
制

・
情
報
の
保
存
、
管
理
体
制

・
監
査
の
実
効
性
確
保
体
制

等

（
指
示
）

（
報
告
）

（
Ｃ
）
（
A
、
Ｂ
に

つ
き
）
監
査

取
締
役

A
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
の
基
本
方
針
の
決
議

代
表
取
締
役

Ｂ
（
A
を
受
け
）
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
の
体
制
の
整
備

Ｄ
A
の
概
要
を
事
業
報
告
に
記
載
し
、
取
締
役
会
を
経
て
株
主
総
会
に
報
告

監
査
役

Ｃ
（
A
、
Ｂ
に
つ
き
）
監
査

E
（
Ｃ
に
つ
き
）
株
主
総
会
に
監
査
報
告

２ ２２２
内
部
規
程
・
組
織
体
制
の
整
備

内
部
規
程
・
組
織
体
制
の
整
備

内
部
規
程
・
組
織
体
制
の
整
備

内
部
規
程
・
組
織
体
制
の
整
備

①
法
令
等
遵
守
方
針
に
則
り
、
内
部
規
程
等
を
策
定
さ
せ
組
織
内

に
周
知
さ
せ
て
い
る
か
。

②
法
令
等
遵
守
に
関
す
る
事
項
を
一
元
的
に
管
理
す
る
態
勢
（
体

制
）
を
整
備
し
て
い
る
か
。

③
各
事
業
部
門
等
に
対
し
、
遵
守
す
べ
き
法
令
等
、
内
部
規
程
等

を
周
知
さ
せ
、
遵
守
さ
せ
る
態
勢
を
整
備
し
て
い
る
か
。

３ ３３３
評
価
・
改
善
活
動

評
価
・
改
善
活
動

評
価
・
改
善
活
動

評
価
・
改
善
活
動

①
法
令
等
遵
守
の
状
況
を
的
確
に
分
析
し
、
法
令
等
遵
守
態
勢
の

実
効
性
の
評
価
を
行
っ
た
上
で
、
問
題
点
等
に
つ
い
て
検
証
し
て
い

る
か
。

②
検
証
の
結
果
に
基
づ
き
、
改
善
す
る
態
勢
を
整
備
し
て
い
る
か
。

届 出 ・ 運 用 状 況 確 認

・
法
令
等
遵
守
体
制

・
法
令
等
遵
守
体
制

・
法
令
等
遵
守
体
制

・
法
令
等
遵
守
体
制

※
シ
ス
テ
ム
の
図
は
、
監
査
役
設
置
会
社
を
ベ
ー
ス
と
し
一
例
示
し
た
も
の
で
あ
り
、
事
業
者
の

規
模
や
法
人
種
別
等
に
よ
り
異
な
る
こ
と
に
留
意
す
る
こ
と
。

okayamaken
テキスト ボックス
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業務管理体制に関する届出について業務管理体制に関する届出について業務管理体制に関する届出について業務管理体制に関する届出について

介護サービス事業者（以下「事業者」という ）の不正事案の再発を防止し、介護事業運営の。
適正化を図るため 全ての事業者に対して 指定 許可 を受けている事業所又は施設 以下 事、 、 （ ） （ 「
業所等」という ）の数に応じて 「法令遵守等の業務管理体制」の整備が義務付けられました。。 、

つきましては 「新たに事業所等の指定（許可）を受けた場合」又は「業務管理体制届出後、、
届出先や届出事項等に変更が生じた場合」は、下記に従い、必要な届出を行ってください。

１ 新たに事業所等の指定（許可）を受けた場合１ 新たに事業所等の指定（許可）を受けた場合１ 新たに事業所等の指定（許可）を受けた場合１ 新たに事業所等の指定（許可）を受けた場合
当該申請者（法人等）が、事業者として 事業所等の指定（許可）を受けた場合（１） 初めて（１） 初めて（１） 初めて（１） 初めて

（＝これまでに 「業務管理体制に関する届出」を提出したことがない ）、 。
⇒速やかに以下の体制を整備し、届出を行う。

【整備すべき業務管理体制と届出内容】【整備すべき業務管理体制と届出内容】【整備すべき業務管理体制と届出内容】【整備すべき業務管理体制と届出内容】

届出書類
対 象 整備すべき業務管理体制

届出様式 添付書類

1 9１ ～
[法令遵守責任者]の選任

事 の事業者

業 ～ [法令遵守責任者]の選任2 0 9 9

所 の事業者 [法令遵守規程]の整備 法令遵守規程の概要
様式第 号10

等 [法令遵守責任者]の選任

の 以上 [法令遵守規程]の整備 法令遵守規程の概要100

数 の事業者 [業務執行状況の監査]の定期 業務執行状況の監査の方法

的実施 の概要

○ 当該届出は、事業者(＝法人等)ごとに行います （事業所等ごとではありません ）。 。
○ 上記「整備すべき業務管理体制・届出書類」は「事業所等の数」によって異なります。
○ 「事業所等の数」は、事業所番号が同じか否かに関わらず、指定等を受けた「サービスの

種類ごと」に１事業所と数え（＝例えば、同一事業所が訪問介護と介護予防訪問介護の両
方の指定を受けている場合は「２」とカウント 、休止中の事業所等も含めて数えます。）
なお、みなし事業所は除きます。みなし事業所とは、病院等が行う居宅サービス（居宅

療養管理指導、訪問看護、訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーション）であっ
て、健康保険法の指定があったとき、介護保険法の指定があったとみなされている事業所
です。

【届出先】【届出先】【届出先】【届出先】

届 出 先 区 分 届 出 先

事業所等が３以上の地方厚生局管轄区域に所在
事業所等が 厚生労働大臣

する事業者
２以上の都道府県

事業所等の数が多い
に所在する事業者 上記以外の事業者

地方厚生局長

地域密着型サービス（予防含む）のみを行う事

事業所等が 業者で、その全ての事業所等が同一市町村内に 所在市町村長

岡山県のみに所在 所在する事業者

する事業者
上記以外の事業者 岡山県知事

○ 届出先が岡山県知事の場合は、原則として主たる事務所(本社)を所管する県民局健康福祉
部健康福祉課へ届け出てください （詳細は長寿社会課ホームページを参照してください ）。 。

○ 厚生労働省老健局・地方厚生局の提出先は、厚生労働省ホームページをご覧ください。
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当該申請者（法人等）が、事業者として 事業所等の指定（許可）を受けている場合（２） 既に（２） 既に（２） 既に（２） 既に
（＝これまでに 「業務管理体制に関する届出」を提出したことがある ）、 。

当該事業者における事業所等の数の合計が、
①19以下→20以上になった、又は、99以下→100以上になった場合①19以下→20以上になった、又は、99以下→100以上になった場合①19以下→20以上になった、又は、99以下→100以上になった場合①19以下→20以上になった、又は、99以下→100以上になった場合

（＝整備すべき業務管理体制に変更がある ） ⇒速やかに以下の届出を行う。。

届 出 書 類
対 象

届出様式 添 付 書 類

事業所等の数が
法令遵守規程の概要

以下→ 以上になった事業者19 20

様式第 号11

事業所等の数が
業務執行状況の監査の方法の概要

以下→ 以上になった事業者99 100

②19以下のまま、又は、99以下のまま、又は、100以上のままの場合②19以下のまま、又は、99以下のまま、又は、100以上のままの場合②19以下のまま、又は、99以下のまま、又は、100以上のままの場合②19以下のまま、又は、99以下のまま、又は、100以上のままの場合
（＝整備すべき業務管理体制に変更がない） ⇒届出不要。

○ 事業所等の数が増えたことにより、事業所等の事業展開地域が変わり 「届出先」が変更、
（＝市町村から岡山県へ、岡山県から地方厚生局へなど）になった場合は、上記とは別に、
下記２の届出が必要となります。

２ 業務管理体制届出後に、届出先や届出事項等に変更が生じた場合２ 業務管理体制届出後に、届出先や届出事項等に変更が生じた場合２ 業務管理体制届出後に、届出先や届出事項等に変更が生じた場合２ 業務管理体制届出後に、届出先や届出事項等に変更が生じた場合
⇒速やかに以下の届出を行う。

対 届出書類
届出が必要となる事由 届 出 先

象 届出様式 添付書類

届 事業所等の事業展開地域が 変更前の

出 変わり、届出先が変更とな 行政機関

先 った場合 と

や 様式第 号 変更後の変 (例）市町村⇔岡山県 10

届 更 行政機関岡山県⇔地方厚生局

出 の双方が 地方厚生局⇔厚生労働省

事 生

項 じ 届出先は変わらないが、届 ※該当する場合のみ

等 た 出事項 法令遵守責任者名 変更後の「法令遵守規程 届出済み（ 、

に 事 事業所の名称等）や整備す 様式第 号 の概要」 行政機関11

業 べき業務管理体制に変更が 変更後の「業務執行状況

者 生じた場合 の監査の方法の概要」

○ 「法令遵守規程の概要」や「業務執行状況の監査の方法の概要」における字句修正など、
業務管理体制に実質的な影響を及ぼさない軽微な変更の場合は、上記変更の届出の必要は
ありません。

◎「業務管理体制に関する届出」に関するホームページ◎「業務管理体制に関する届出」に関するホームページ◎「業務管理体制に関する届出」に関するホームページ◎「業務管理体制に関する届出」に関するホームページ
＜岡山県＞ http://www.pref.okayama.jp/soshiki/detail.html?lif_id=41387＜岡山県＞ http://www.pref.okayama.jp/soshiki/detail.html?lif_id=41387＜岡山県＞ http://www.pref.okayama.jp/soshiki/detail.html?lif_id=41387＜岡山県＞ http://www.pref.okayama.jp/soshiki/detail.html?lif_id=41387

又は岡山県ホームページ＞保健福祉部＞長寿社会課から検索又は岡山県ホームページ＞保健福祉部＞長寿社会課から検索又は岡山県ホームページ＞保健福祉部＞長寿社会課から検索又は岡山県ホームページ＞保健福祉部＞長寿社会課から検索
＜厚生労働省＞ http:www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/service/＜厚生労働省＞ http:www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/service/＜厚生労働省＞ http:www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/service/＜厚生労働省＞ http:www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/service/

又は「厚生労働省業務管理体制」と検索又は「厚生労働省業務管理体制」と検索又は「厚生労働省業務管理体制」と検索又は「厚生労働省業務管理体制」と検索



様式第 10号（第 12条関係） 
※受付番号  

業務管理体制届出書 
 

   年   月   日 

岡山県知事            殿 

 

             届出者  住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

                 氏 名（法人にあっては、名称及び代表者氏名） 

 

 

介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 115 条の 32第２項（第４項）の規定により届け出ます。 

※ 事 業 者 （ 法 人 ） 番 号                  

届 出 の 内 容 １ 介護保険法第 115 条の 32第２項関係（新規届出） 
２ 介護保険法第 115 条の 32第４項関係（届出先区分変更） 

事

業

者 

フ リ ガ ナ 
名称又は氏名 

 
 

主たる事務所 
の 所 在 地 

（郵便番号     －      ） 
 

連 絡 先 電話番号  ＦＡＸ番号  
法 人 の 種 別  
代表者の職名・ 
氏名・生年月日 

職 
名 

 フリガナ  
生年月日 年  月  日 

氏 名  

代表者の住所 （郵便番号   －        ） 
 

事 業 所 名 称 等 
事業所名称 指定 (許可)

年 月 日 
介護保険事業所番号  
（医療機関コード等） 所  在  地 

 
計  箇所    

介護保険法施行規則

(平成 11 年厚生省令
第 36号)第 140 条の 40
第１項第２号から第

４号までの届出事項 

第２号 
（法令遵守責任者） 

氏名（フリガナ） 生 年 月 日 
 年   月   日 

第３号 
（規程の概要） 

 

第４号 
（監査の方法の概要） 

 
 

区

分

変

更 

区 分 変 更 前 の 行 政 機 関 の 
名 称 及 び 担 当 部 局 

 

事  業  者  （ 法  人 ）  番  号                  

区  分  変  更  の  理  由  

区 分 変 更 後 の 行 政 機 関 の 
名 称 及 び 担 当 部 局 

 

区 分 変 更 年 月 日 年  月  日 

備考 ※印欄には、記入しないでください。 

印 

okayamaken
テキスト ボックス
-12-



様式第 11号（第 12条関係） 
 

 
業務管理体制届出事項変更届出書 

 
   年   月   日 

 

岡山県知事            殿 

 

 

          届出者  住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者氏名） 

 

 

業務管理体制に係る届出事項を変更したので，介護保険法（平成９年法律第 123  

号）第 115 条の 32第３項の規定により届け出ます。 

 ※ 事 業 者 （ 法 人 ） 番 号 

                 

変 更 が あ っ た 事 項 

１ 法人の種別又は名称（フリガナ） 
２ 主たる事務所の所在地，電話番号又はＦＡＸ番号 
３ 代表者の氏名（フリガナ）及び生年月日 
４ 代表者の住所又は職名 
５ 事業所名称（フリガナ）,所在地等 
６ 法令遵守責任者の氏名（フリガナ）及び生年月日 
７ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 
８ 業務執行の状況の監査の方法の概要 

 

変 更 の 内 容 

（変更前） 

（変更後） 

備考 ※印欄には、記入しないでください。 

※受付番号  

印 

okayamaken
テキスト ボックス
-13-


	資料（ファイル結合）
	1/98
	2/98
	3/98
	4/98
	5/98
	6/98
	7/98
	8/98
	9/98
	10/98
	11/98
	12/98
	13/98
	14/98
	15/98
	16/98


